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令和２年度事業計画 

 

１．事業方針 

 

わが国の経済は、海外経済の減速等を背景に外需が弱いものの、雇用・所得

環境の改善等により、内需を中心に緩やかに回復している。 

今後についても、緩やかな回復が続くことが期待されるものの、令和元年10

月に実施された消費税率の引上げによる経済動向を引き続き注視するととも

に、米中貿易摩擦など海外発の下方リスクや新型コロナウイルス感染症の拡大

が経済に与える影響など、今後の推移に留意する必要がある。 

 

こうした中、政府は、災害からの復旧・復興と安全・安心の確保、経済の下

振れリスクへの重点支援、東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経

済活力の維持・向上を柱とし策定された「安心と成長の未来を拓く総合経済対

策」に基づき、持続的な経済成長の実現につなげていくこととしている。 

また、少子高齢化に真正面から立ち向かい、若者や高齢者、女性や障がいの

ある方も皆が生きがいを持ち活躍できる「一億総活躍社会」の実現に取り組

み、希望出生率1.8、介護離職ゼロの「人づくり革命」及び「働き方改革」のた

めの対策を推進しつつ、就職氷河期世代の人々の社会への参画機会を拡大して

いき、全世代型社会保障の構築に向け、社会保障全般にわたる持続可能な改革

を進めるとしている。 

 

県内の農業情勢においては、東日本大震災・原発事故から９年が経過し、本県

農業は復興に向けて前進している中、昨年１０月の台風１９号による記録的な

大雨は、県内各地で河川の氾濫や土砂崩れが発生し、農作物や農業関連施設及び

ＪＡの施設等に甚大な被害を及ぼしたが、各種助成措置を活用しながら復旧対

策に取り組んでいる。 

 

このような中、当会は昨年に引き続き保険業法に基づき各種保険給付を行う

とともに、会員への更なるサービスの向上に努めるものとする。 

 また、共助会会員の福祉増進を図るため、ＰＥＴ検診助成給付金を継続実施し、

更なる利用促進を図るものとする。 

 

２．重点推進事項 

（１）認可特定保険業の安定的な運営 

（２）公益事業の継続実施 

（３）健康管理活動助成の継続実施 

（４）資金の効率的運用と資金運用計画の策定 

（５）コンプライアンスと内部統制の確立 

（６）PET 検診助成給付金の継続実施 

（７）共助会・退職互助の未加入者（未加入団体）への加入推進 
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令和２年度正味財産増減予算書

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　① 基本財産運用益 [  1,000 ] [  1,000 ] [  0 ] 基本財産10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  14,900,000 ] [  18,400,000 ] [ ▲ 3,500,000 ] 定期預金1,619,585,000円・有価証券2,320,000,000円

　　③ 保険料収益 [  450,100,000 ] [  450,100,000 ] [  0 ] 現職会員の保険料・預り金からの振替額

　　④ 雑収益 [  24,000 ] [  26,000 ] [ ▲ 2,000 ]

　　　　　　受取利息   1,000  1,000   0 預金利息

　　　　　　雑収益   23,000  25,000  ▲ 2,000

　　⑤ 戻入額 (  1,504,440,000 ) (  1,542,450,000 ) ( ▲ 38,010,000 )

　　           支払備金戻入額 [  83,100,000 ] [  79,230,000 ] [  3,870,000 ] （注1）

　　           責任準備金戻入額 [  1,421,340,000 ] [  1,463,220,000 ] [ ▲ 41,880,000 ] （注2）

        経常収益計   1,969,465,000    2,010,977,000   ▲ 41,512,000  

  (2) 経常費用       

　　① 事業費 [  1,960,520,000 ] [  2,002,390,000 ] [ ▲ 41,870,000 ]

　　　　　給付金 (  355,800,000 ) (  355,800,000 ) (  0 )

　　　　　　医療給付金   345,200,000  345,200,000   0 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  2,000,000  2,000,000   0 旧共助会制度脱退時の給付金

　　　　　　解約返戻金   500,000  500,000   0 退職互助医療保険解約時の解約返戻金

　　　　　　結婚給付金   2,500,000  2,500,000   0 ＠20,000×125名

　　　　　　出産給付金   4,200,000  4,200,000   0 ＠20,000×210名

　　　　　　療養給付金   300,000  300,000   0 ＠10,000×30名

　　　　　　死亡給付金   500,000  500,000   0 共助会契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　保健活動費 (  44,500,000 ) (  46,500,000 ) ( ▲ 2,000,000 )

　　　　　　健康管理活動助成   39,500,000  40,500,000  ▲ 1,000,000 検診料の助成（一般検診・人間ドック）・職員連盟助成金

　　　　　　PET検診助成給付金   5,000,000  6,000,000  ▲ 1,000,000 ＠30,000×165名

　　　　　公益事業費 (  3,600,000 ) (  3,600,000 ) (  0 )

　　　　　　支払助成金   3,600,000  3,600,000   0 医師・看護師養成事業への助成

　　　　　事業管理費 (  52,180,000 ) (  54,040,000 ) ( ▲ 1,860,000 )

　　　　　　役員報酬   1,400,000  1,400,000   0 理事・監事・評議員報酬

　　　　　　給与手当   22,900,000  22,900,000   0 職員給料・諸手当

　　　　　　退職給付費用   2,170,000  2,060,000   110,000 退職給付引当金繰入額

　　　　　　福利厚生費   4,360,000  4,360,000   0 健康保険、厚生年金他

　　　　　　会議費   1,200,000  1,200,000   0 理事会・評議員会他

　　　　　　旅費交通費   1,060,000  1,060,000   0 役職員旅費

　　　　　　通信運搬費   3,320,000  3,320,000   0 為替手数料・給付金振込手数料他

　　　　　　減価償却費  2,080,000  4,150,000 ▲ 2,070,000 業務システム減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費   2,890,000  2,890,000   0 コピー機利用料・機関誌・チラシ等印刷代他

　　　　　　賃借料   3,520,000  3,420,000   100,000 事務所賃借料他

　　　　　　保険料   310,000  310,000   0 個人情報保険他

　　　　　　委託費   6,110,000  6,110,000   0 保険計理人報酬・電算利用料・PCリース料他

　　　　　　雑費   860,000  860,000   0 新聞・雑誌等

　　　　　繰入額 (  1,504,440,000 ) (  1,542,450,000 ) ( ▲ 38,010,000 )

　　　　　　支払備金繰入額  83,100,000  79,230,000  3,870,000 （注1）

　　　　　　責任準備金繰入額  1,421,340,000  1,463,220,000 ▲ 41,880,000 （注2）

当年度 前年度 増　減

 ２



（単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

　　② 管理費 [  7,590,000 ] [  7,890,000 ] [ ▲ 300,000 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上

　　　　　　役員報酬  220,000  220,000  0

　　　　　　給与手当  3,500,000  3,500,000  0

　　　　　　退職給付費用  320,000  290,000  30,000

　　　　　　福利厚生費  640,000  640,000  0

　　　　　　会議費  160,000  160,000  0

　　　　　　旅費交通費  190,000  190,000  0

　　　　　　通信運搬費  340,000  340,000  0

　　　　　　減価償却費  320,000  650,000 ▲ 330,000

　　　　　　消耗什器備品費  310,000  310,000  0

　　　　　　賃借料  520,000  520,000  0

　　　　　　保険料  40,000  40,000  0

　　　　　　委託費  910,000  910,000  0

　　　　　　雑費  120,000  120,000  0

        経常費用計   1,968,110,000    2,010,280,000   ▲ 42,170,000  

        当期経常増減額   1,355,000    697,000    658,000  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

        経常外収益計   0    0    0  

　(2) 経常外費用       

        経常外費用計   0    0    0  

        当期経常外増減額   0    0    0  

　　　他会計振替額   0    0    0  

　　　　当期一般正味財産増減額   1,355,000    697,000    658,000  

　　　　一般正味財産期首残高  877,124,838    804,305,989    72,818,849  

　　　　一般正味財産期末残高   878,479,838    805,002,989    73,476,849  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　　当期指定正味財産増減額   0    0    0  

　　　　指定正味財産期首残高   0    0    0  

　　　　指定正味財産期末残高   0    0    0  

Ⅲ　正味財産期末残高   878,479,838    805,002,989    73,476,849  

前年度 増　減当年度

（注1）支払備金戻入・繰入：前年度末における契約者会員の既発生未報告支払保険金の額。

（注2）責任準備金等戻入・繰入：前年度末における契約者会員の保険料積立金と異常危険準備金の額。

 ３



令和２年度正味財産増減予算書内訳表

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで
（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 ( 1,000 ) ( 1,000 )

　　② 特定資産運用益 ( 100,000 ) ( 5,900,000 ) ( 6,000,000 ) ( 8,900,000 ) ( 14,900,000 )

　　③ 保険料収益 ( 310,000,000 ) ( 140,100,000 ) 450,100,000 ) 450,100,000 )

　　④ 雑収益 ( 400 ) ( 23,300 ) ( 23,700 ) ( 300 ) ( 24,000 )

　　     　　受取利息 400 300 700 300 1,000

　　     　　雑収益 23,000 23,000 23,000

　　⑤ 戻入額 ( 128,120,000 ) ( 1,376,320,000 ) ( 1,504,440,000 ) ( 1,504,440,000 )

　　           支払備金戻入額 52,340,000 30,760,000 83,100,000 83,100,000

　　           責任準備金戻入額 75,780,000 1,345,560,000 1,421,340,000 1,421,340,000

  　　　経常収益計 438,220,400 1,522,343,300 1,960,563,700 8,901,300 1,969,465,000

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金 ( 245,700,000 ) ( 109,500,000 ) ( 355,200,000 ) ( 600,000 ) ( 355,800,000 )

　　     　　医療給付金 236,200,000 109,000,000 345,200,000 345,200,000

　　     　　脱退給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　解約返戻金 500,000 500,000 500,000

　　     　　結婚給付金 2,500,000 2,500,000 2,500,000

　　     　　出産給付金 4,200,000 4,200,000 4,200,000

　　     　　療養給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　　死亡給付金 500,000 500,000 500,000

　　     　　香典 600,000 600,000

　　     　保健活動費 ( 44,500,000 ) ( 44,500,000 ) ( 44,500,000 )

　　     　　健康管理活動助成 39,500,000 39,500,000 39,500,000

　　     　　PET検診助成給付金 5,000,000 5,000,000 5,000,000

　　     　公益事業費 ( 3,600,000 ) 3,600,000

　　     　　支払助成金 3,600,000 3,600,000

　　     　事業管理費 ( 4,660,000 ) ( 17,880,000 ) ( 29,640,000 ) ( 47,520,000 ) ( 52,180,000 )

　　     　　役員報酬 130,000 500,000 770,000 1,270,000 1,400,000

　　     　　給与手当 2,110,000 8,100,000 12,690,000 20,790,000 22,900,000

　　　　　  退職給付費用 200,000 780,000 1,190,000 1,970,000 2,170,000

　　     　　福利厚生費 400,000 1,560,000 2,400,000 3,960,000 4,360,000

　　     　　会議費 100,000 440,000 660,000 1,100,000 1,200,000

　　     　　旅費交通費 100,000 360,000 600,000 960,000 1,060,000

　　     　　通信運搬費 220,000 830,000 2,270,000 3,100,000 3,320,000

　　     　　減価償却費 190,000 730,000 1,160,000 1,890,000 2,080,000

　　     　　消耗什器備品費 200,000 750,000 1,940,000 2,690,000 2,890,000

　　     　　賃借料 330,000 1,250,000 1,940,000 3,190,000 3,520,000

　　     　　保険料 30,000 100,000 180,000 280,000 310,000

　　     　　委託費 570,000 2,170,000 3,370,000 5,540,000 6,110,000

　　     　　雑費 80,000 310,000 470,000 780,000 860,000

　　　　　繰入額 ( 128,120,000 ) ( 1,376,320,000 ) ( 1,504,440,000 ) ( 1,504,440,000 )

　　     　　支払備金繰入額 52,340,000 30,760,000 83,100,000 83,100,000

　　     　　責任準備金繰入額 75,780,000 1,345,560,000 1,421,340,000 1,421,340,000

科　　　目 法人会計 合　　　計

実施事業等

会　　　計

 ４



（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

　　② 管理費 ( 7,590,000 ) ( 7,590,000 )

　　　　　役員報酬 220,000 220,000

　　     　給与手当 3,500,000 3,500,000

　　　　　退職給付費用 320,000 320,000

　　     　福利厚生費 640,000 640,000

　　     　会議費 160,000 160,000

　　     　旅費交通費 190,000 190,000

　　     　通信運搬費 340,000 340,000

　　     　減価償却費 320,000 320,000

　　     　消耗什器備品費 310,000 310,000

　　     　賃借料 520,000 520,000

　　     　保険料 40,000 40,000

　　     　委託費 910,000 910,000

　　     　雑費 120,000 120,000

  　　　経常費用計 8,260,000 436,200,000 1,515,460,000 1,951,660,000 8,190,000 1,968,110,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,260,000 2,020,400 6,883,300 8,903,700 711,300 1,355,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額

当期一般正味財産増減額 ▲ 8,260,000 2,020,400 6,883,300 8,903,700 711,300 1,355,000

　　一般正味財産期首残高 0 71,081,989 389,432,297 460,514,286 416,610,552 877,124,838

　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,260,000 73,102,389 396,315,597 469,417,986 417,321,852 878,479,838

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,260,000 73,102,389 396,315,597 469,417,986 417,321,852 878,479,838

科　　　目

実施事業等

会　　　計 法人会計 合　　　計

 ５


